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1．背景と目的

　現在、商店街を取り巻く状況は、厳しいと言える。中小企業庁による平

成21年度商店街実態調査報告書では、商店街の景況について、44．2％の

商店街が「衰退している」、33．4％の商店街が「衰退の恐れがある」と回

答している。

　こうした状況のなかで、商店街では、個々の店舗の売り上げを伸ばすだ

けでなく、商店街全体の活性化を目指すことが求められている。商店街全

体を活性化させるためには、以下の二つの方法が考えられる。一つ目は、

商店街に所属する店舗同士が協力し合うことである。個々の店舗が独自の

行動をとった場合、大きな力は生み出せず、店舗同士で連携することで活
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性化につながるのではないかと考える。二つ目は、商店街と商店街の外部

の組織と協力し合うことである。商店街の外部の組織と連携することで、

商店街のみでは取り組むことのできなかった新たな方策を見出すことがで

きるのではないかと考える。

　ところで、近年、組織のネットワークの状態を示す概念として、社会関

係資本が注目を集めている。詳しくは先行研究にて述べるが、Putnam

（2001）によると、この社会関係資本は、「結束型（bonding）」と「橋渡し

型（bridging）」の二つの類型に分けられる。前者は、同質な人同士のネッ

トワークであり、組織の構成員へ精神的な支えを生み出すことで、組織全

体のパフォーマンスを向上させるものと捉えられている。後者は、異質な

人同士のネットワークであり、ネットワークを通じて、外部から新しい情

報がもたらされるため、組織の業績達成に有利に働くものであると捉えら

れている。

　そこで、本稿では、商店街の活性化において、商店街内にて店舗同士を

結びつける「結束型」社会関係資本の醸成と商店街と外部の組織とを結び

つける「橋渡し型」社会関係資本のどちらが有益であるのか検証すること

を第一の目的とする。そして、第一の検証を踏まえて、社会関係資本の醸

成のために、今後、商店街が、どのような取り組みを実施すべきか提案す

ることを第二の目的とする。

2．社会関係資本に関する先行研究

2．1　社会関係資本についての理論的先行研究

　社会関係資本の定義は、様々であり、曖昧な概念ではあるが、広義でみ

れば「社会における信頼・規範・ネットワーク」を含んでおり、平たく言
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えば、信頼、「情は人の為ならず」「持ちつ持たれつ」「お互い様」といっ

た互酬性の規範、そして人やグループの間の絆を意味している1。つまり、

人と人とのつながりを、社会を機能させていく上で重要な資源であると捉

えていると言える。社会関係資本については、多様な類型が存在するが、

ここでは、「結束型」社会関係資本と「橋渡し型」社会関係資本について

の研究であるPutnam（2001）とGranovetter（1974）について見ていく。

　Putnam（2001）は、「結束型」社会関係資本について、密なネットワー

クであり、集団に所属する構成員の互酬性を強化するものであると定義し

ている2。「結束型」社会関係資本は、特定の互酬性を安定させ、連帯を

動かしていくのに都合がよいものである3。例えば、少数民族集団におい

て見られる密なネットワークは、コミュニティの中の比較的恵まれていな

いメンバーにとって、決定的に重要な精神的、社会的支えとなると考えら

れている4。「橋渡し型」社会関係資本については、社会的な亀裂をまた

いで人々を包摂するネットワークであり、「結束型」とは対照的に、外部

資源との連携や情報の交流を促進するもの定義している5。加えて、人々

のあいだにより広い範囲でのアイデンティティ・互酬性をもたらし、「結

束型」社会関係資本によって強化される自己が、より狭い方向に向かうの

と対照的であると論じている6。

　Granovetter（1974）は、転職する際に、労働者は強い紐帯をもつ（いつ

も会う）人よりも、弱い紐帯をもつ（まれにしか会わない）人から役に立

つ就職情報を得るという傾向を見つけ、「弱い紐帯の仮説」を提唱した7。

これは、いつも会っている人々には、既に知られている同じ情報を共有す

るという社会構造的な傾向があるので、労働者は、かえって、たまに会う

人から多くの新しい情報を入手する可能性があるという仮説である8。す

なわち、弱い紐帯は、（集団の成員相互が皆知り合いであるような）密度
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の高い集団の問を「橋渡し」する傾向があると想定されている9。

　この二つの社会関係資本に関する研究内容を下記の表1にまとめた。

　表1から、「結束型」は同質な人々を結びつける「強い紐帯」を形成し、

組織の構成員の支えとなることで、組織のパフォーマンスを向上させるも

のと理解できる。一方の「橋渡し型」は異質な人々を結びつける「弱い紐

帯」を形成し、集団の外部との交流を通じて、新たな情報を入手すること

で、組織の業績の達成に有利に働くものと理解することができる。

2．2　社会関係資本と地域活性化についての先行研究

　本稿は、商店街をフィールドとした地域活性化と社会関係資本に着目し

た研究であるため、同じく、地域活性化との関係に焦点を当てた金井雅之

（2008）の「温泉地におけるネットワークの意義iO」について取り上げたい。

　この研究は、質問紙調査によって得た温泉地組合のデータを用いて、温

泉地全体の活性化について、結束型ネットワークと橋渡し型ネットワーク

のどちらが有益か明らかにすることを目的としている。温泉地全体の活性

化の指標として、・まちづくりのための独自計画を策定しているかどうかを

用いて、分析を行っている。この分析からは、独自計画を策定しる温泉地

組合が、計画の予定がない温泉地組合と比べ、優位に平均値が高かった変

数は、温泉地内での緊密な付き合いと組合に属する旅館の女将のネットワ

表1　「結束型」社会関係資本と「橋渡し型」社会関係資本の比較

「結束型」社会関係資本 「橋渡し型」社会関係資本

ネットワークの強さ 強い紐帯 弱い紐帯

ネットワークの性質 同質性 異質性

関係性の範囲 組織内 組織間

役割 組織の構成員への支えの提供 外部からの新たな情報の獲得
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一クの同質性であるという結果が出ている。よって、温泉地全体の活性化

においては、結束型ネットワークが有益であると結論付けられている。

　このように金井（2008）では、温泉地の活性化という文脈において、結

束型ネットワークが有益であることを明らかにしている。本研究では、商

店街という文脈において、「結束型」と「橋渡し型」のどちらが有益であ

るか検討していきたい。

3．研究方法

　本稿では、事例研究によって、商店街の活性化と社会関係資本の醸成に

ついて考えていきたい。事例としては、東京都豊島区雑司が谷に位置する

鬼子母神通り商店睦会の活性化策を扱う。この事例を取り上げる理由は、

以下の二点である。

　第一に、商店街の店舗数が全国の商店街の平均に近いことが挙げられ

る。鬼子母神通り商店睦会の店舗数は、49である。平成21年度商店街実

態調査報告書での平均店舗数は、517であり、平均に近いと言える。こ

れまで事例研究で取り上げられてきた商店街は、店舗数の多いところが、

多数を占めている。例えば、東京都品川区の武蔵小山商店街11や東京都

豊島区の巣鴨地蔵通り商店街12が挙げられる。しかし、このような商店

街の取り組みを平均的な店舗数の商店街が参考にするのは、あまりに環境

が異なるため、困難であると考える。そこで、本稿では、平均的な店舗数

の商店街を取り上げたい。

　第二に、商店街の活性化策であるイベントが、うまくいきつつ事例とし

注目されているためである。最近では、このイベントが、メディアにも取

り上げられることも多い13。うまくいきつつある事例を分析することで、

一6一



　　　　　　　　　　　　　　　　　商店街の情報戦略と今後のあり方（横坂）

今後の商店街の活性化において有益な結果が得られるのではないかと考え

た。

　以上の理由から、本稿では、鬼子母神通り商店睦会の活性化に向けた取

り組みを事例として扱っていく。

4．鬼子母神通り商店睦会の活性化策を通じた事例検証

4．1商店街の活性化策のあらまし

　本稿では、鬼子母神通り商店睦会の活性化へ向けた取り組みとして、商

店街のイベントである「みちくさ市」の事例を紹介したい。以下は、鬼子

母神商店睦会の活性化策のあらましを商店街会長の建持直樹氏14、「わめ

ぞ」代表者の向井透史氏15、商店街に属する店舗16、イベントの出店者へ

のインタビュー調査17をもとに、まとめたものである。

4．1．1　イベント開催に至る経緯

　イベントの開催に至る経緯をたどると、2006年に商店街の周辺に副都

心線「雑司が谷駅」が開通したことが大きく影響している。マスメディア

が大々的に報道したことも影響し、雑司が谷で開催された副都心線の開通

イベントには、多くの人が集まった。しかし、イベントの効果は一時的な

ものであり、何度も開催でき、地域外からも人を集めることのできるイベ

ントを開催したいと商店街会長の建持氏は考えるようになった。

　当初、商店街には空き店舗が多いことから、空き店舗を利用したフリー

マーケットが考案されたが、昔に比べ、商店街が弱体化していることか

ら、多くの人を集めることはできないと判断し、商店街のみでの開催は断

念された。これまで商店街のみでイベントを開催してきたが、こうしたイ
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ベントでは、近隣の人しか集めることができなかったためである。

　実際に、商店街では、店舗間でも、店舗数の減少や店舗間での商店街に

対する思い入れの差といった諸問題が認識されている。店舗数は、昭和

三十年代、四十年代と比較すると、三分の一以下になったという。また、

昔からある店舗と新しく参入した店舗とでは、商店街に対する思い入れに

差があるという声もある。このような商店街の厳しい現状が、イベントの

開催を困難にしていると考えられる。

4．1．2　商店街と外部組織との協力

　そこで、建持氏は、「雑司が谷駅」開通の際に開催されたイベントで知

り合った地域の団体である「わめぞ」との協力を考えるようになった。「わ

めぞ」とは、早稲田、目白、雑司が谷の頭文字を並べた言葉であり、三つ

の地域で本に関する仕事をしている人々が集まり、イベントの開催や情報

交換をするために結成された団体である。都内の様々な場所で、定期的に

古書市を開催しているが、地域の名前を使っているならば、地域の組織と

もかかわりを持った方がよいと考えていた。

　古本市を開催する際に「わめぞ」は、イベントに出店したいと考えてい

る有志に情報ッールを用いて募集をかけ、共にイベントを作り上げてい

る。商店街でも、この方式が採用され、商店街が場所の提供を行い、「わ

めぞ」が古書市のノウハウを提供し、外部からの出店者が実際に販売を行

う形で開催されるようになった。

4．1．3　情報戦略とイベントの拡がり

　イベントの宣伝と出店者の募集は、「わめぞ」が行うとともに】8、商店

街も公式プログとTwitterを通じて行っている。商店街によるイベントに
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商店街の情報戦略と今後のあり方（横坂｝

　　　（出典：http：／㎞streetexblogjp／）

図1　プログ「鬼子母神通りみちくさ市」

　　（出典：http：〃twitter．com／kkaichou）

図2　「鬼子母神通り商店睦会Twitterアカ

　　　ウント」

関する情報発信は、会長である建持氏が担当している。建持氏は、

「Twitterの伝播効果を認識しているが、あまりにも流れが早いため、残し

たい情報はプログに掲載するようにしている。片方だけではなく、組み合

わせて使うことで効果があるのではないか」という。公式プログには、イ

ベントについての詳細な情報が掲載される一方で、コメント欄は設置され

ておらず、交流ツールとしては活用されていないことがうかがえる。一方

で、Twitterでは、イベントの関係者との交流が行われていることから、

両者の特性を理解した上で、情報発信を行っていると考えられる。

　商店街がこのような情報戦略をとっているのに対して、古書市への出店

を考えている有志の人々も、プログやTwitterといった情報ツールを活用

し、イベントの情報の収集し、イベントの主催者との交流に役立ててい

る。有志の人々は、本関係の仕事をしている者が多いが、なかには本とは

無関係の仕事に就いている者も存在する。このような者は、普段は同じよ

うな活動をしている人に出会えないため、ネットを通じた情報収集が重要

になってくると考えている。これらを踏まえると、商店街の情報戦略は、
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有志の人々とのつながりの形成に効果的であるのではないだろうか。

　さらに、古書市への出店を考えている有志の人々は、情報ツールを活用

し、自身の参加するイベントの宣伝も行っている。このことから、商店街

が有志の人々と協力することで、商店街のみでイベントの情報発信をする

よりも、より多くの人にイベントの情報を広めることができるようになっ

たと言える。

4．2　社会関係資本の視点からの分析

　鬼子母神通り商店睦会の事例から、商店街の活性化において、「結束型」

社会関係資本の醸成と「橋渡し型」社会関係資本の醸成のどちらが有益で

あるのか分析を行いたい。

　まず、「結束型」社会関係資本の醸成について、検討していく。商店街

における「結束型」社会関係資本の醸成とは、商店同士のネットワークを

強めていくことである。当初、イベントを商店街のみで開催しようとした

が、店舗数の減少や店舗間の意識差といった商店街の弱体化を背景に断念

したことから、期待できないのではないか。店舗数の減少により、商店同

士が結束しても、大きな活力を生み出すことは難しいと推測できる。ま

た、店舗間での意識差があることから、そもそも店舗同士が結束すること

自体が困難であると考えられる。この分析から、商店街の活性化におい

て、「結束型」社会関係資本の醸成は有益であるとは言えない。

　次に、「橋渡し型」社会関係資本の醸成について、検討していく。商店

街における「橋渡し型」社会関係資本の醸成とは、商店街と商店街の外部

の組織とのネットワークを形成していくことである。商店街と「わめぞ」

と出店者により協力して作り上げられたイベントが、うまくいきつつある

ことから、期待できると考えられる。「わめぞ」も出店者も商店街の外部

一10一



　　　　　　　　　　　　　　　　　商店街の情報戦略と今後のあり方（横坂）

の組織であり、商店街にとっては、異質な存在である。また、頻繁に交流

が行われていたわけではなく、弱い紐帯と捉えることができる。よって、

商店街の活性化においては、「橋渡し型」社会関係資本の醸成が有益であ

ると言える。

　以上から、鬼子母神商店睦会の事例検証の結果、商店街の活性化には、

「結束型」社会関係資本の醸成ではなく、「橋渡し型」社会関係資本の醸成

が有益であると考えられる。

5．今後の取り組みについての提案

5．1社会関係資本を醸成するビジネスモデルの抽出

　事例検証から、「橋渡し型」社会関係資本の醸成が商店街の活性化に有

益であることを明らかにしたが、では、「橋渡し型」社会関係資本を醸成

するために、今後、どのような取り組みを行っていけばよいのだろうか。

ここでは、この課題について、提案していきたい。

　まずは、鬼子母神通り商店街の活性化策の事例をふり返り、どのように

して「橋渡し型」社会関係資本を醸成していたか見ていきたい。商店街

は、古書市への参加を考えている有志の人々とつながるために、プログと

Twitterというソーシャルメディアを組み合わせて活用している。そし

て、それは、一方的な情報発信ではなく、双方的な交流を通じて、商店街

と外部の組織とのつながりの形成を目的としている。つまり、今後は、ソ

ーシャルメディアを活用し、何らかの組織と外部とのつながりを形成して

いくというビジネスモデルが、「橋渡し型」社会関係資本の醸成につなが

るのではないか。

　このソーシャルメディアを用いて、何らかの組織と外部とのつながりを
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形成するといビジネスモデルは、商店街以外でも活用が期待されており、

ここでは、その活用事例について取りヒげたいt、次節では、商店街と同じ

ビジネスモデルの活用事例として、近年のオープンガバメントの動きを紹

介する。

5．2　商店街とオープンガバメントとの連携

　オープンガバメントは、オバマ大統領が、アメリカ政府の方針として打

ち出してから注目され、以下の三原則を柱としている。第一は、透明性

で、政府の持つ情報を積極的に国民に提供し共有することである19。第二

は、国民参加で政府にこれまで関与してきた一部の利害関係グループ以外

の知見も国民に求め、より幅広い基盤に基づいた政策を組み立てることで

ある20。第三は、協業で、行政サービスの質を高めるために、組織の壁を

越えて省庁間、中央対地方、国民対政府で相互に協力することである21。

　これらの原則を実現するために、オバマ政権は、情報技術を駆使した取

り組みに力を入れている。2009年5月には、政府の持つデータをコンビ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11ユータ解析可能な形で公表する「Data．gov」が、開始された一“。さらに、

　　　（出典：http：〃challenge．gov／）

　図3「challenge．gov」
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2010年9月には、連邦調達庁が「challenge．gov」が始められている。こ

れは、各政府機関が「社会的課題」を提示し、ネットを通じて広く国民か

ら解決方法のアイディアをコンテスト形式で集めるというもので、採用さ

れたアイディアには賞金が与えられる23。「challenge．gov」では、21の政

府機関から41件のテーマが掲載され、例えばエネルギー省では、「通常

の電球を代替する新技術」、農務省では、「子供の食生活を改善のためのレ

シピ」が募集されている24。このように国民の参加を促すため、ソーシャ

ルメディアが活用されている。

　オープンガバメントの動きは、El本でも、広まりつつある。その例とし

て、一つ目に、「アイディアボックス」が挙げられる。これは、投票機能

付きの掲示板であり、参加者は、アイディアを投稿し、それに対するコメ

ントの投稿、賛成票、反対票の投票をすることができる25。これまでに経

済産業省や文部科学省が実験的に設置している。二つ目に、「がばった一」

が挙げられる。これは、Twitterを利用して情報発信した政府・自治体の

取り組みをまとめて紹介する、ポータルサイトである26。2011年9月11

遭態讐。＿∵＿，　1
鰍禦　　　t・ke“一白山

鍔気欝葱‘㌧、÷鷺難1
　やt歩lif　　ゆ
　tm　　　　戸　　　’■　　　　　　　　　　　　　’剛斜

　　　　　　　　　　　　Ft．iww
　bt…，　　“吻　．　t卿●‘「ゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　西脚舳襯・闘

　　　斡　　　　’t　　1　　劇　　．・．“縄鱒
　・「　tt　　・　　　　　　」＋　”　β　　側　　　　　　　　　　　　‘卿飼肋齢甥細

　厄禽［熈　 じ璽　　　　　　爵「　■り’　　曝　　　畢

　螂　　　賦　　，o　　　　　．　tt　、　　●㎜　　　　　　　　　　　　　萱阿徽盤鱗

　　　　　　　　　　　　，Mながはゆ　ゑ　，WtなWtWhntteじハtl
　－・1：：’　i’・：：∴∵・　｝：瓢｛
　　　，9　　　　　　　　　　　騨
　　　　　　　　　　　　，．、W　動曜　7噸■　t辱tt欄【轟●　e亀ltttSA●　　　　　　　　　同曹

（出典：http：1／www．meti．go．jp／policy／

　it＿pohcy／e－meti／ideabox＿syokai．htm1＃3＞

図4　「経済産業省アイディアボックス」

（丘～典　：http：〃govtter，openlabs．gojp！）

図5「がばった一」
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Gii典・二http：〃rikubetsu．openlabs．go．jp／）

図6　「陸別町アイディアボックス」

（出典：http：〃twitter．coin／＃！／rikubetsu＞

図7　「陸別町Twitterアカウント」

日現在は、280の政府および自治体のアカウントが掲載されている。

　政府レベルでの活用だけではなく、自治体レベルでも、オープンガバメ

ントを推進する動きが見られる。自治体レベルにおいても、実験的にアイ

ディアボックスが設置され、これまでに北海道陸別町、京都府伊根町、埼

玉県鶴ヶ島市が実施した。また、Twitterの活用も目立っている。うまく

いきつつある自治体のTwitterの活用事例としては、北海道陸別町が挙げ

られる。陸別町は「日本一寒い町」としてPR活動を行っており、ツイー

トも気温や生活情報が中心である27。これは、Twitterを通じて、移住希

望者に興味をもってもらうことを目標としているためである28。

　以上より、オープンガバメントの動きは、アメリカから日本へ広まり、

日本では、政府レベルだけでなく、自治体レベルにおいても推進されてい

る。これまでの事例を見直すと、いくつかのソーシャルメディアを組み合

わせて活用し、政府あるいは自治体と国民とのつながりを形成しているこ

とがわかる。つまり、ソーシャルメディアを用いて、何らかの組織と外部

とのつながりを形成するという商店街と同様のビジネスモデルを採用して

いると言える。そこで、商店街が、今後、外部とのつながりの形成を目的
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としたソーシャルメディアの活用を考える際に、同じビジネスモデルを採

用しているオープンガバメントの動きを参考にすることを提案したい。商

店街は、オープンガバメントのシステムを参考に、外部とのつながりを形

成するために、ソーシャルメディアを用いた新たなサービスを考案できる

のではないだろうか。

6．結論

　本稿では、第一に、商店街の活性化において、「結束型」社会関係資本

の醸成と「橋渡し型」社会関係資本のどちらが有益であるのかを検証して

いことを目的とした。そして第二に、検証の結果を踏まえ、社会関係資本

の醸成のために、今後、商店街はどのような取り組みを実施すべきかにつ

いて提案することを目的とした。

　第一の目的については、東京都豊島区雑司が谷に位置する鬼子母神通り

商店睦会の活性化策を事例として取り上げ、分析を行った。その結果、商

店街の活性化においては、商店街内にて店舗同士を結びつける「結束型」

社会関係資本の醸成ではなく、商店街と外部の組織とを結びつける「橋渡

し型」社会関係資本の醸成が有益であることが明らかになった。

　第二の目的については、鬼子母神通り商店睦会の事例から、ソーシャル

メディアを活用し、何らかの組織と外部とのつながりを形成していくとい

うビジネスモデルが、「橋渡し型」社会関係資本の醸成に結びつくのでは

ないかと考えた。そして、同様のビジネスモデルを採用している近年のオ

ープンガバメントの動きに着目し、オープンガバメントのシステムを参考

に、商店街が、新たな活性化に向けたサービスを作り出すことを提案した。
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【附属資料1】

商店街に属する店舗へのインタビュー調査

店舗が認識する商店街の抱えている問題

①

かつては、すべてが揃う商店街であったが、現在は、生活に直接関係のない非日

﨑K需品の店が多数を占めている。来てもすべてが揃う商店街では、なくなっ

ｽ。スーパーなど大規模店舗の進出により、商店街における日常必需品の需要が

ｸ少したことが原因なのではないか。　　　　　　　　　　　（店舗A小売業）

②
昔は一通りのものが揃う商店街だったが、今は全部が揃わない。最近では、魚屋

ｪ商店街からなくなった。　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗B小売業）

③
最低限のものしかなく、プラスの楽しみがない商店街である。特に生鮮食品の店

ｪ少ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗D飲食店）

④
昔は、生活必需品のすべてをカバーできたが、今は地元では、カバーできなくな

ﾁている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗Eサービス）

⑤
新たに参入する店舗は飲食店が多いが、ゴミの問題などがあり、周辺の店舗との

ｩかわり方が難しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗A小売業）

⑥ 情報発信など新たなことに興味を示さない店舗が多い。　　　（店舗A小売業）

⑦
昔から住み商売を続けている店舗と新しく参入してきた店舗とでは、地域に対す

骼vい入れが、異なる。　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗Eサービス）

⑧
昔からの店は、生活空間と仕事空間が一体であるため、貸し出すことが難しい。

Vャッター通りになる可能性があり、対処が必要である。　　（店舗A小売業）

⑨
跡継ぎのいない店が多いため、経営者が高齢化し、事業規模が縮小している。

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗B小売業）

⑩
店主の高齢化により、店舗の収入が減り、やがて店舗の減少につながっている。

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗C小売業）

⑪
商店街に訪れたお年寄りがゆっくりできる空聞が必要なのではないか。

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（店舗C小売業）

①一④：業種構成の偏りの問題

⑤一⑦：店舗の意識差の問題

⑧一⑩：事業規模の縮小および店舗数減少の問題

⑪：商店街の空間利用の問題
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【附属資料2】

イベントの出店者へのインタビュー調査

出店者（普段の仕事） イベントにおける情報ツールの活用法

①
出店者a
i古書店経営）

ホームページとプログを使用している。イベント

ﾍ、ロコミでは、狭い範囲の情報に限られるた

ﾟ、ネットで探すことが多い。

②
出店者b
i看護師）

プログとTwitterを使用している。まわりに同じ

謔､な活動をしている人がいないので、イベント

ﾉついて知るために情報ツールを使う。今回の

uみちくさ市」の詳細もTwitterで知った。

③
出店者c
i古書のインターネット販売）

ホームページとプログを使用している。古書市を

ﾊじて知り合った他の出店者のプログを見て、情

��ｾることもある。

④
出店者d
iライター）

プログを使用している。プログを有効な宣伝ツー

汲ﾆして利用している。プログを見て、イベント

ﾉ来てくれる人は多く、効果がある。

⑤
出店者e
i会社員兼古書店経営）

ホームページ、プログ、Twitterを活用している。

Cベントについて、広める際に、情報ッールを利

pしている。

⑥
出店者f
i以前は、書店勤務）

プログとTwitterを使用している。出店者や主催

ﾒとの交流を図る際に、Twitterを活用している。

⑦
出店者g
i専業主婦）

プログとTwitterを使用している。プログと
swi㏄erでイベントの告知を行っている。また、

Cベントの関係者との交流の機会を作っている。
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